
国立研究開発法人産業技術総合研究所(以下「甲」という。)と国立研究開発法人日本原子力研
究開発機(以下「乙」という。)とは、甲と資源工才、ルギー庁が締結した平成31年度レベ
ル放射性棄物等の地層処分に関する技術開発事業(沿岸部処分システム評価確証技術開発)
の委託に関する委託研究契約(以下「委託研究」という。)による委託業務を円滑に実施するた
め、以下の研究を共同で行うにあたり、次のとおり契約(以下「本契約」という。)を締結する。

甲及び乙は共同して、次の研究(以下「本共同研究」という。)を行う。

(1)本共同研究の題目

「沿岸部処分システム評価確証技術開発に関する研究」のうち海陸連続3次元地質環
境モデルの妥当性の検証に向けたデータ取得手法の度化

(2)本共同研究の目的

計画 2.研究目的のとおり。

(3)本共同研究の内容及び目標

計画 3.研究内容のとおり。

(4)甲及ぴ乙の研究業務の分担は、計画の4.研究実施分担のとおりとする。

共同研究契約量

2.本共同研究の期間は、 201 9年7月1日から 2020年3月3 1日までとする。なお、

必要があるときは、甲乙合,のうぇ、この期間を延長することができる。

3.甲及び乙は、それぞれ本共同研究の経費を負担するものとする。

4.甲及び乙は、それぞれ計画の6.研究担当者の表に記の者を、本共同研究の参加研究

等として本共同研究に従事させるものとする。

5.計画に記載された事項について、共同研究契約条項に規定された以外の事項を変更する
必要が生じた場合は、その都度、甲乙協そするものとする。

6 その他の事項は、「共同研究契約条項」のとおりとする。

(以下余白)



本契約の証として、 本契約書2通を作成し、 甲、 乙それぞれ記名押印のうえ、 各自1通を保

有する。

2019年7月1日

甲　　東京都千代田区霞が関一丁目３番１号
　　　　国立研究開発法人産業技術総合研究所
　　　　　　　理事長　　中鉢　良治

乙　　茨城県那珂郡東海村大字舟石川７６５番地１
　　　　国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
　　　　　　契約部長　　磯部　篤



(用語の定義)

第1条本契約において「参加研究員等」とは、次の各号に掲げる者をいう。

役員、職員、外来研究員、派遣職員その他契約により甲又は乙の業務に従事する者(以

下「役職員等」という。)であって、本共同研究を実施する者(以下「参加研究員」という。)

参加研究員以外の役職員等であって、本共同研究を支援するために参画する者
2 本契約において「知的財産権」とは、次の各号に掲げるものをいう。

特許権、実用新案権、意匠権、商標権、回路配置利用権及び育成者権

特許を受ける権利、実用新案登録を受ける権利、意匠登録を受ける権利、商標登録出願

により生じた権利、回路配置利用権の設定の登録を受ける権利及び品種登録を受ける権利

著作権法(昭和45年法律第48号)に規定するプログラムの著作物及びデータベース

の著作物(以下「プログラム等の著作物」といい、プログラムとデータベースを併せて「プ
ログラム等」という。)の著作権

四外国における前各号に規定する権利に相当する権利

五技術情報(実験データ、サンプル等の試料、図面等を含む。)のうち秘匿することが可能

なものであって、かつ、財産的価値のあるものの中から、甲乙協議のうぇ、特に指定する

もの(以下「ノウハウ」という。)を利用し、秘密として管理する権利

3 本契約において「発明等」とは、特許法(昭和34年法律第121号)第2条第1項に規

定する発明、実用新案法(昭和34年法律第123号)第2条第1項に規定する考案、意匠

法(昭和34年法律第125号)第2条第1項に定める意匠、商標法(昭和34年法律第1

27号)第2条第1項に定める商標、半導体集積回路の回路配置に関する法律(昭和60年

法律第43号)第2条第2項に定める回路配置、種苗法(平成10年法律第83号)第2条
第2項に定める品種、プログラム等、プログラム等の著作物及び外国におけるこれらのもの

に相当するもの並びにノウハウをいう。

4 本契約において「出願等」とは、発明についての特許出願、実用新案についての実用新案
登録出願、意匠についての意匠登録出願、商標についての商標登録出願、回路配置について

の設定登録の申請、品種についての品種登録の出願及びプログラム等の著作物についての著

作物の登録並びに外国におけるこれらの行為に相当する行為(仮出願を含む。)をいう。

5 本契約において「実施」とは、次の各号に掲げる行為をいう。

特許法第2条第3項に定める行為、実用新案法第2条第3項に定める行為、意匠法第2

条第3項に定める行為、商標法第2条第3項に定める行為、半導体集積回路の回路配置に

関する法律第2条第3項に定める行為及び種苗法第2条第5項に定める行為

プログラム等を使用する行為、プログラム等の著作物について著作権法第21条、第2

3条及び第26条から第28条までに規定する権利を行使する行為

外国における前各号に規定する行為に相当する行為

四ノウハウを利用する行為

6 本契約において「通常実施権等」とは、次の各号に掲げるものをいう。
特許法、実用新案法及び意匠法に規定する通常実施権、商標法に規定する通常使用権並
びに半導体集積回路の回路配置に関する法律及び種苗法に規定する通常利用権

特許法、実用新案法及び意匠法に規定する仮通常実施権、商標登録出願により生じた権

利の対象となる商標について実施する権利、回路配置利用権の設定の登録を受ける権利の
対象となる回路配置について実施する権利及び品種登録を受ける権利の対象となる品種に

共同研究契約条項



ついて実施する権利

プログラム等及びプログラム等の著作物について実施をする権利

四外国における前各号の権利に相当する権利

五ノウハウについて実施をする権利

7 本契約において「専用実施権等」とは、次の各号に掲げるものをいう。

特許法、実用新案法及び意匠法に規定する専用実施権、商標法に規定する専用使用権並

びに半導体集積回路の回路配置に関する法律及び種苗法に規定する専用利用権

外国における前号の権利に相当する権利

8 本契約において「研究成果」とは、本共同研究の過程において又は結果として甲及び乙の
参加研究員が単独で又は相手方の参加研究員と共同で創製した発明等に係る知的財産権(以
下「本知的財産権」という。)、有形物それ自体(以下「本研究成果物」という。)その他一切

の技術的成果をいう。

9 本契約において「秘密情報」とは、本共同研究のために相手方から提供又は開示された技

術上又は営業上の情報(研究成果を除く。)であって、提供若しくは開示の際に相手方より秘

密である旨の表示がなされたもの又は口頭で開示されかつ開示に際し秘密である旨明示され

開示後30日以内に書面で相手方より通知されたものをいう。ただし、次の各号のいずれか

に該当する情報を除く。

相手方から知得した時点で既に公知の情報であるもの、又は相手方から知得した後に自

己の責に帰すべき事由によることなく公知となった情報

第三者から秘密保持義務を負うことなく正当に入手した情報

相手方から当該情報を知得した時点で既に保有していた情報

四相手方から知得した情報によらないで独自に開発したことが書面により立証できる情報

(参加研究員等の派遣)

第4条甲及び乙は、計画書の8.研究期間において、自己の参加研究員等を相手方の施設に派
遣し、本共同研究に従事させることができる。この場合において、甲及び乙は、当該参加研

究員等が相手方の指示及び規則その他の定めに従うために必要な措置をとるものとする。

2 甲及び乙は、参加研究員等の派遣の有無等について変更する場合には、甲及び乙の参加研

究員等間で事前に協議し合意を得たうぇで、別紙1の通知書により事前に相手方に通知する

ものとする。この場合において、当該変更又は終了に係る事由の性質等により事前に通知す

ることができなかったときは、事後において速やかに通知するものとする。

3 甲及び乙は、自己の参加研究員等が相手方の施設において事故や災害に遭遇したときは、
事後の対応及び調査について、相手方に協力するものとする。

(本共同研究の第三者への委託の制限)

第2条甲及び乙は、相手方の事前の書面による同意を得ることなく、計画害の4.研究実施
分担に掲げる自己の担当業務の全部又は一部を、第三者に委託してはならない。

(参加研究員等の追加等)

第3条甲及び乙は、参加研究員等を追加し、又は参加研究員等の本共同研究への参加を終了

させる場合には、甲及び乙の参加研究員等間で事前に協議し同意を得たうぇで、別紙1の通

知書により事前に相手方に通知するものとする。この場合において、当該追加又は終了に係

る事由の性質等により事前に通知することができなかったときは、事後において速やかに通

知するものとする。



(設備等の使用、持ち込み)

第5条甲及び乙は、相手方が管理する設備及び研究備品等(以下「設備等」という。)のうち

本共同研究を行うために必要なものを、相手方の同意を得て無償で使用することができる。

ただし、当該設備等の維持管理又は運転等にあたり必要な費用の負担は甲乙協議のうぇ定め

ることとする。

2 甲及び乙は、相手方の同意を得て、本共同研究を行うために必要な設備等を相手方の施設

内へ持ち込み、使用することができる。

3 甲及び乙は、前2項の場合において、相手方の指示及び規則その他の定めに従うものとす

る。

(秘密の保持)

第6条甲及び乙は、秘密情報を秘密として扱わなけれぱならず、次の各号に掲げる行為をし

てはならない。

相手方の書面による事前の同意なしに秘密情報を第三者に提供又は開示する行為

秘密情報の漏洩

当該秘密情報を知る必要のある自己の役職員等以外への当該秘密情報の開示

四本共同研究の目的以外での秘密情報の利用

2 前項の規定にかかわらず、甲及び乙は、裁判所、行政機関等より法令等に基づき秘密情報

の開示を求められた場合には、速やかにその旨を相手方に通知するものとする。この場合に

おいて、秘密情報の開示を求められた者は、当該秘密情報を必要最小限の範囲に限り、相手

方の事前の同意を得ることなく当該裁判所、行政機関等に開示することができる。

3 第1項の規定にかかわらず、甲及び乙は、本契約の目的のために必要な範囲で弁理士、

護士等の職務上守秘義務を負う外部専門家に対して秘密情報を開示することができる。ただ

し、外部専門家による秘密保持義務の違反は開示した当事者による違反とみなす。

(研究成果の発表等)

第7条甲及び乙は、研究成果を外部に発表する場合には、事前に相手方に対して発表内容を

開示するものとする。

2 甲及び乙は、前項の場合において、発表内容が次の各号のいずれかに該当する情報を含む

ときは、当該情報を発表することについて相手方の害面による事前の同意を得るものとする。

相手方の秘密情報

相手方が単独で 1製した研究成果(第1条第9項各号に該当するものを除く)

本知的財産権又は本研究成果物であって、甲乙が共有するもの(第1条第9項各号に該

当するものを除く)

3 甲及び乙は、前項第三号に該当するものについて、前項の規定により相手方から同意を求

められた場合には、正当な理由がない限り、これに同意するものとする。

4 第2項第二号に該当するものの取り扱いについては、前条け二だし前条第1項第四号を除

<)が準用されるものとする。

(研究成果の報告等)

第8条甲及び乙は、本契約終了後、 30日以内に別紙2により、自己の参加研究員にその研
究成果の概要を報告書としてとりまとめさせ、双方に提出させるものとする。

三
三



(研究成果に係る権利の帰属)

第9条研究成果である本知的財産権及び本研究成果物は、次の各号に定めるところにより、

甲若しくは乙の単独所有又は甲及び乙の共有とする。

甲の参加研究員又は乙の参加研究員が単独で創製した発明等に係る本知的財産権は甲乙

それぞれの単独所有とする。

甲の参加研究員及び乙の参加研究員が共同で 1製した発明等に係る本知的財産権は、甲^

乙双方の貢献度を踏まえて甲乙協議のうぇ決定された持分において共有するものとする。
なお、ここでいう貢献度には、金銭的な貢献は含まれないものとする。

甲の参加研究員又は乙の参加研究員が単独で創製した本研究成果物は甲乙それぞれの単三

独所有とし、甲の参加研究員及び乙の参加研究員が共同で創製した本研究成果物は、甲乙

の共有とする。

2 本知的財産権及び本研究成果物の帰属について疑義が生じた場合又は第三者との契約その

他の特別の定めがある場合には、甲乙協議のうぇ、その取扱いを決定するものとする。

3 甲及び乙は、本共同研究において自己の参加研究員が単独で発明等を創製したときは、当

該自己の参加研究員が当該発明等を創製したことについて、相手方に遅滞なく通知するもの
とする。

(本知的財産権の無償実施)

第13条甲及び乙は、第7条及び第11条の義務を遵守のうぇ、自らによる非営利の研究目
的での実施のために、本知的財産権を無償で実施することができる。

(本知的財産権に関する出願等)

第10条甲及び乙は、単独所有とされた本知的財産権について出願等をする場合には、当該
本知的財産権を単独出願等することについて、事前に相手方の承認を得るものとする。なお、

承認を求められた相手方は、承認の諾否について可能な限り速やかに回答を行うものとする。

2 甲及び乙は、甲と乙との共有とされた本知的財産権について出願等をする場合には、出願

等の内容及び出願国について協議し、共同で出願等を行うものとする。

3 甲及び乙は、前項の規定により共同で出願等を行うにあたっては、共有の本知的財産権に
係る双方の持分、管理費用(特許庁等の登録機関及び甲乙に所属しない外部の弁理士等に支
払う、本知的財産権を取得し維持するための費用をいう。以下同じ。)の負担等必要な事項を
定めた知的財産権持分契約を、別途締結するものとする。

(ノウハウの指定等)

第11条甲及び乙は、共有の研究成果のうちノウハウとして保護することが相当と考えるも
のについて、甲乙協議のうぇ速やかに第1条第2項第五号の指定をするものとする。

2 前項の指定にあたっては、秘匿すべき期間を甲乙協議のうぇ決定し、前条第3項に規定す
る知的財産権持分契約においてその旨を明示するものとする。

3 甲及び乙は、第1項の指定をしたものについて前項の知的財産権持分契約の定めに従い秘
匿義務を負うものとする。

(本知的財産権の管理費用)

第12条甲及び乙は、本知的財産権の管理費用を、自己の持分に応じて負担するものとする。



(第三者に対する実施の許諾等)

第14条・甲及び乙は、第三者に対し、共有の本知的財産権について、その持分を譲渡しよう
とする場合、その持分を目的として質権を設定しようとする場合、又は専用実施権等を設定
し、若しくは通常実施権等を許諾しようとする場合には、事前にその旨を相手方に通知し書

面により同意を得るものとする。

2 甲及び乙は、相手方から前項の規定に基づき非独占的な通常実施権等を許諾したい旨の通

知を受けた場合には、これに同意するものとする。

3 甲及び乙は、共有の本知的財産権又は相手方が単独で所有する本知的財産権について、相

手方から、第三者に対する専用実施権等の設定又は通常実施権等の許諾を目的として、理由

及び開示先を明示し、研究成果であって当該知的財産権の実施のための技術情報(自己が単

独で 1製したものを除く。)を、当該第三者に開示又は提供したい旨の通知を受けたときは、

これに同意するものとする。

4 甲及び乙は、前項の規定に基づき第三者に技術情報を開示又は提供する場合、事前に当該

第三者に対し秘密保持義務を課すものとする。

(第三者に実施させる場合の実施契約)

第15条甲及び乙は、第三者に対し共有の本知的財産権について通常実施権等を許諾する場

合には、当該第三者と実施料の支払いその他必要な事項を定めた実施契約を締結するものと
する。

(共有の本知的財産権の放棄)

第16条甲及び乙は、共有の本知的財産権の自己の持分を放棄する場合には、当該放棄を行
う前に、その旨を相手方に通知するものとする。この場合において、相手方は、当該本知的
財産権の取扱いについて協議を求めることができる。

(著作者人格権)

第17条甲及び乙は、本知的財産権のうちプログラム等について、法人著作にあたらない場
合には、当該プログラム等を 1作した者に対し、著作権法第18条第1項、第19条第1項

及び第20条第1項に規定する著作者人格権を行使しないよう義務づけるものとする。

(共有の本知的財産権の保全)

第18条甲及び乙は、第10条第2項に定める共同での出願等に係る本知的財産権の取得及
び維持に関し、第三者から審判、訴訟等を提起された場合には、当該本知的財産権の取得、
維持のため相互に協力するものとする。これに要する費用の負担は、同条第3項の知的財産

権持分契約の定めるところによる。

2 甲及び乙は、共有の本知的財産権の実施について、第三者からその権利侵害などを理由と
して訴訟等を提起された場合には、協議のうぇ対処するものとする。

(第三者による権利侵害)

第19条甲及び乙は、共有の本知的財産権を第三者が侵害した場合には、協議のうぇ対処す
るものとする。

(本契約を終了させることができる場合)

第20条甲及び乙は、次の各号のいずれかの事由が生じたことについて甲乙合意したとき



は、本共同研究契約の期間中であっても、本契約を終了させることができる。

本共同研究の目的が達成されたこと

本共同研究の目的の達成が困難となったこと(天災事変その他の不可抗力による場合を

除く。)

甲の中長期計画(独立行政法人通則法(平成11年法律第103号)第35条の5に定
めるものをいう。)の終了又は変更に伴い、本共同研究の実施が困難となったこと
四前各号に掲げるもののほか、本契約を終了させざるを得ない特別の事由
2 甲及ぴ乙は、第1項の規定により本契約が終了した場合において、当該終了に伴い相手方
に生ずる一切の損害、損失、責任等については、何ら責任を負わないものとする。

(契約終了後の措置)

第23条甲又は乙は、本契約終了後速やかに、相手方の指示に従って相手方の秘密情報を返
還又は廃棄するものとする。

2 甲又は乙は、持込み設備等については、本契約終了後速やかに、相手方の指示に従い撤去
するものとする。

3 前項の規定にかかわらず、甲又は乙は、本契約終了後、相手方の同意を得て、持込み設備

等を相手方に寄付することができる。

(参加研究員等の退職後の取扱い)

第24条甲及び乙は、自己の参加研究員等が、自己に所しなくなった後も、第6条及び第
7条の規定を遵守させるよう義務づけるものとする。

(契約の解約)

第21条特記事項に定めるもののほか、甲又は乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当し
たときは、直ちに、本契約を解約することができる。

本契約に違反し、 10日間以上の期間を定めてその履行を催告したにもかかわらず、そ
の期間内に履行されないとき

監督官庁より営業の取り消し又は停止の処分を受けたとき

手形若しくは小切手の不渡処分を受け、仮差押え若しくは仮処分が執行され、又は強制

執行が実施されたとき

四解散の決議をしたとき

2 甲又は乙は、天災事変その他の不可抗力によって、本契約の目的の達成が困難となったと

きは、本契約を解約することができる。

(損害賠償請求)

第22条特記事項に定めるもののほか、甲又は乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当す
るときは、損害賠償を請求することができる。

相手方が本契約に違反したことにより、損害を被ったとき
相手方に前条第1項各号の事由が生じたため、前条の解約を行った場合において、損害
を被ったとき

相手方の参加研究員等の故意又は過失により、自己が管理する設備等又は第5条第2項

の規定により相手方の施設内に持ち込んだ設備等(以下「持込み設備等」という。)に損害
を被ったとき

三
三



(契約上の地位の譲渡等の禁止)

第25条甲及び乙は、相手方の圭面による事前の同意なしに、本契約上の権利及び義務の全
部又は一部を第三者に譲渡してはならない。事業又は営業の譲渡とともにする場合及び一般
承継させる場合も同様とする。

(個人情報の取扱い)

第26条甲及び乙は、相手方から預託された個人情報(個人情報の保護に関する法律(平成
15年法律第57号)第2条第1項に規定する個人情報をいう。以下同じ。)については、善

良なる管理者の注意義務をもって取り扱うものとする。

2 甲及び乙は、本共同研究を遂行するために必要な範囲を超えて、相手方が保有する個人情

報を取得してはならない。

3 甲及び乙は、本共同研究を遂行するために個人情報を収集するときは、適法かつ公正な手

段により取得するものとする。

4 甲及び乙は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、事前に相手方の承諾を得

た場合には、この限りではない。

相手方から預託を受けた個人情報又は自己が本共同研究を遂行するために収集した個人

情報を第三者に預託し、若しくは提供し、又はその内容を知らせる行為

相手方から預託を受けた個人情報又は自己が本共同研究を遂行するために収集した個人

情報について、本共同研究を遂行するために必要な範囲を超えて使用し、複製し、又は改

変する行為

5 甲及び乙は、個人情報を取り扱うにあたり、個人情報の漏洩、滅失、き損の防止その他の

個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じるものとする。

6 甲及び乙は、相手方から預託を受けた個人情報を、本契約終了後、速やかに返還するもの

とする。ただし、相手方が別に指示したときは、その指示によるものとする。

7 甲及び乙は、相手方から預託を受けた個人情報について、漏洩、滅失、き損、その他本条

の規定に係る違反等が発生したときは、相手方に速やかに報告し、その指示に従うものとす

る。

(専属的合意管轄)

第27条甲及び乙は、東京地方裁判所を、本契約に関する紛争の第一審の専属的合意管轄裁
判所とする。

(契約期間及び残存条項)

第28条本契約の有効期間は、本契約2.に定める期間とする。

2 前項の規定にかかわらず、第8条の規定は同条に定める報告書が提出される日まで有効と

し、第10条から第19条までの規定は当該条項に定める本知的財産権の権利存続期間中有
効とし、第9条第1項及び第2項、第22条、第23条、第26条並びに前条の規定は本契
約終了後も有効とし、第9条第3項の規定は本契約終了後1年問有効とし、第6条、第7条
及び第24条の規定は本契約終了後3年間有効とする。

け窃議事項)

第29条本契約に定めなき事項又は本契約の解釈に係る疑義が生じたときは、法令の規定に
従うほか、甲及び乙は誠意をもって協議し、解決するものとする。



事特 項記

(暴力団関与の属性要件に基づく契約の解約)

第1条甲及び乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、何らの催

告を要せず、本契約を解約することができる。

相手方が、暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第

フ7号)第2条第二号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)であるとき、又は相手方の役

員等(個人である場合にはその者、法人である場合には役員又は支店若しくは営業所(常
時契約を締結する事務所をいう。)の代表者、団体である場合には代表者、理事等、その他
経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。)が、暴力団員(同法第2条第六号に規
定する暴力団員をいう。以下同じ。)であるとき

相手方の役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

相手方の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき

四相手方の役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難さ

れるべき関係を有しているとき

(委託契約等に関する契約の解約)

第2条甲又は乙は、本契約に関する委託先等(委託先(相手方の同意を得て甲又は乙の担当

業務を委託した第三者及び当該委託以降のすべての受託者をいう。以下同じ。)並びに自己又
は委託先が当該契約に関連して第三者と何らかの個別契約を締結する場合の当該第三者をい
う。以下同じ。)が解約対象者(前条に規定する要件に該当する者をいう。以下同じ。)であ

ることが判明したときは、直ちに当該委託先等との契約を解約し、又は委託先等に対し解約

対象者との契約を解約させるようにしなけれぱならない。

2 甲又は乙は、相手方が委託先等が解約対象者であることを知りながら契約し、若しくは委

託先等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該委託先等
との契約を解約せず、若しくは委託先等に対し契約を解約させるための措置を講じないとき
は、本契約を解約することができる。

(不当介入に関する通報・報告)

第3条甲又は乙は、本契約に関して、自ら又は委託先等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係
者等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入(以下「不当介入」という。)を
受けた場合には、これを拒否し、又は委託先等をして、これを拒否させるとともに、速やか

に不当介入の事実を相手方に報告するとともに警察への通報及び捜査上必要な協力を行うも

のとする。

以上



別紙1(契約条項第3条、第4条第2項関連)

被申入機関(契約締結者)

殿役職氏名

申入機関(契約締結者)

役職氏名 (EP)

参加研究員等に関する変更に係る通知書

国立研究開発法人産業技術総合研究所(以下「甲」という。)と00000000 (以下「乙」

という。)が00年00月00日付けで締結した「000000000000」に係る共同研究

契約書契約条項第3条及び/又は第4条第2項に基づき、参加研究員等の変更について下記の

とおり通知致します。

変更する参加研究員等の氏名等

名 所属機関氏

00年00月00日
ノ

名

注) 1

変更内容

の「所属機関名」欄は、通知者と異なる機関に所属している場合のみ記入する。

変更後の参加期間

(変更後の派遣期間)

0.0.0~0.0.0

(0.0.0~0.0.0)

0.0.0~0.0.0

(0.0.0~0.0.0)

0.0.0~0.0.0

(0.0.0~0.0.0)

0.0.0~0.0.0

(0.0.0~0.0.0)

派遣の

有無



別紙2 (契約条項第8条関連)

共同研究終了概要報告書

研究題目

甲参加研究員代表者国立研究開発法人産業技術総合研究所

2 研究実施期間

3 共同研究の成果の概要

4.創製した知的財産権(プログラム、データベースを含むがこれに限られない。)の内容及び
特許権等出願状況

乙参加研究員代表者機関名

所 属

名氏

00年00月00日

00年00月00日

5 口頭・誌上発表

6 その他

^

注)A4版で数枚程度にまとめるものとし、必要に応じて関係資料を添付する。

00年00月00日

属
名

所
氏



共同研究計画書



共同研究件名

「沿岸部処分システム評価確証技術開発に関する研究」のうち海陸連続3次元地質環境
モデルの妥当性の検証に向けたデータ取得手法の高度化

2 研究目的

高レベル放射性廃棄物の地層処分における処分システムの信頼性向上の一環として、沿
岸部の地下水の挙動を理解することは必要不可欠である。しかしながら、そのために必、
要となる、陸域から海域までの地質データを統合的に整備した3次元地質環境モデルと

それを使った地下水流動解析の結果を検証するためのデータの取得方法は十分に確立さ
れていない。そこで本研究では、両機関が連携し、モデルの妥当性検証に彪、要なデータ
の取得方法の高度化を行う。

研究内容

沿岸部における天然バリアの評価技術の高度化を行うために、沿岸部における井戸を用
いて地下水流動評価を行う。本共同研究では地下水試料の採取・分析により沿岸域の帯
水層特性や深部地下水の挙動に着目した検討を行う。産業技術総合研究所(産総研)
は、これまでの共同受託事業等の中で北海道幌延町浜里地区に掘削した既設の地下水調

査孔を用いて現場注揚水試験を実施し、得られた地下水試料の分析を行うとともに、試
みられた水文地質データについて整理を行い、日本原子力研究開発機構に報告する。日
本原子力研究開発機構(原子力機構)は、産総研が行う現場調査の支援を行うととも
に、これまで幌延深地層研究所において実施してきた研究等で得られた水文地質データ
にっいて整理を行い、産総研に報告する。それらのデータに基づいて産総研及び原子力
機構は、三次元地質環境モデルの妥当性検証にむけた評価技術の体系化を行う。

4 研究実施分担

項目

現場水理試験・地下水分析、水文地質データ整理

幌延深地層研究所の水文地質データ整理

三次元地質環境モデルの妥当性検証に係る検討

(◎:主担当)

5.研究総括責任者

産業技術総合研究所地圏資源環境研究部門プロジェクトリーダー丸井敦尚
日本原子力研究開発機構核燃料・バックエンド研究開発部門幌延深地層研究センタ
深地層研究部長佐藤稔紀

原子力機構産総研

◎

◎

◎
◎



6 研究担当者

氏名

丸井敦尚

町田功

井川怜欧

小野昌彦

松本親樹
木方建造

佐藤稔紀

所属部・職名

産総研地圏資源環境研究部門
プロジェクトリーダー

地下水研究グループ(グループ長)

地下水研究グループ
地下水研究グループ
地下水研究グループ
地下水研究グループ

原子力機構幌延深地層研究センタ
研究計画調整グループリーダー

堆積岩地質環境研究グループリーダー
研究計画調整グループ副主幹

堆積岩地質環境研究グループ

笹本広

雑賀敦
宮川和也

7 実施場所

産総研地圏資源環境研究部門地下水研究グループ
原子力機構幌延深地層研究センター深地層研究部
幌延町浜里地区地下水調査孔

8

本研究における役割

研究の総括

研究期間
20 1 9年7月1日~ 20 20年3月3 1日

9.

現場水理試験・地下水分析

現場水理試験・地下水分析
現場水理試験・地下水分析
水文地質データ整理
三次元地質環境モデル検討

研究の総括

研究実施工程

項目

現場水理試験・地下水分
析、水文地質データ整理

幌延深地屑研究所の水文

地質データ整理

三次元地質環境モデルの
妥当性検証に係る検討

三次元地質環境モデル検討
現場水理試験支援

水文地質データ整理

年度

10.提出図書
共同研究の実施期間中に得られた研究成果について報告書に取りまとめる。

Ⅱ.放射性廃棄物の発生の有無
共同研究における、放射性廃棄物の発生は無い。

4 5

12.外来研究員等の受入の有無
共同研究に基づく、研究員の受入は無い。

6 7

20 1 9年度

8 9 10 U 12



13. 特記事項
本共同研究は、北海道、幌延町、核燃料サイクル開発機構（現日本原子力研究開発機構）

の3者で平成12年11月に締結した「幌延町における深地層の研究に関する協定書」を遵守
する。 また、 本共同研究は、 深地層研究所（仮称）計画（平成10年10月、 核燃料サイク
ル機構）に基づき実施するものとし， 現場での調査・作業は、、別途、 幌延深地層研究セ
ンタ ーが定める「作業の安全管理について」および「作業の安全管理等に係る手続きに
ついて」等に従って行うものとする。

14. その他
特に無し

以上




